
○松阪市低入札価格調査試行要領 

平成26年10月31日告示第353号 

改正 

令和3年3月22日告示第61号 

令和4年4月28日告示第226－2号 

松阪市低入札価格調査試行要領 

（目的） 

第1条 この要領は、松阪市及び松阪市上下水道部が発注する建設業法（昭和24年法

律第100号）第2条第1項に規定する建設工事（以下「工事」という。）について、

地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の10第1項に基づき落札者を決定

するために行う調査（以下「低入札価格調査」という。）を実施するにあたり、松

阪市建設工事執行規程（平成17年松阪市告示第6号）、その他関係法令等に定める

もののほか、必要な事項を定め、適正な競争性の確保及び工事の品質確保等を図る

ことを目的とする。 

（対象工事） 

第2条 本要領の対象となる工事は、松阪市総合評価落札方式試行要領（平成19年松

阪市告示第302号）第3条に規定する対象工事とする。 

（調査の基準） 

第3条 低入札価格調査は、当該工事の入札参加者の入札した価格（以下「入札価格」

という。）が、次項に定める調査基準価格未満の入札価格となった場合に行うもの

とする。ただし、第3項に定める失格基準価格未満の入札価格となる入札を行った

者は、低入札価格調査を行わず失格とする。 

２ 調査基準価格は、松阪市建設工事入札事務取扱要綱（平成17年松阪市告示第144

号）第16条に定める最低制限価格を調査基準価格として読み替えて算定するものと

する。 

３ 失格基準価格は、別表1に記載した失格基準価格の算定方法により算定するもの

とする。この場合において、失格基準価格は予定価格の10分の7.5以上の範囲とし、

10分の7.5を下回るときは10分の7.5を乗じた金額（その額に千円未満の端数がある

ときは、その端数を切り上げた額）とする。 

（参加業者への周知） 

第4条 対象工事となる発注公告には、次の各号に掲げる事項を記載するものとする。 

(1) 低入札価格調査対象となる工事であり、本要領の適用があること。 

(2) 失格基準価格の設定があり、失格基準価格未満の価格で入札を行った者は失

格となること。 

(3) 調査基準価格未満の価格で入札を行った者は、事後の調査に協力すること。 

(4) 調査基準価格未満の価格で入札を行った者は、最低価格の入札者であっても

必ずしも落札者とならない場合があること。 

（入札の執行） 



第5条 入札に参加しようとする者は、低入札価格調査対象者となった場合の契約締

結の可否について、低入札価格契約事前調書（様式第1号）に必要事項を記載し、

入札参加申請時に提出しなければならない。なお、当該調書に記載した内容は、入

札参加資格が決定した後は変更できないものとし、低入札価格調査を経て落札者と

なった場合においては、契約締結を辞退できないものとする。 

２ 開札の結果、調査基準価格未満の入札が行われた場合には、入札執行者は、本要

領により「審査のため一時保留」を宣言して入札を終了する。 

（調査の実施） 

第6条 前条の入札が行われた場合は、発注者は次項の規定による低入札価格調査を

行うものとする。 

２ 工事担当課長は、別表2に定める「低入札価格調査に係る積算内訳書審査基準」

により積算内訳書の審査を行い、その適否を決定する。また、審査の結果、積算内

訳書が不適当と判断された場合は、失格とする。 

３ 入札書に記載された入札価格と積算内訳書に記載された工事価格が同額でない場

合は、その入札書は失格とする。 

（落札者の公表） 

第7条 発注者は、前条に定める低入札価格調査の結果、落札者を決定したときは、

速やかに落札者にその旨を通知するとともに、ホームページ等により入札結果を公

表するものとする。 

（専任の担当技術者） 

第8条 低入札価格調査を経た上で落札者となった者は、発注公告の入札条件に定め

る監理技術者等の技術者の配置に追加して、次項に定める要件による担当技術者を

1人追加して専任で配置しなければならない。また、担当技術者は、契約締結時に

配置するものとする。 

（注）条文中の専任は、他の工事に係る職務との兼務を認めず、常時継続的に工

事に係る職務にのみ従事することをいう。なお、営業所専任となる技術者は

配置できない。 

２ 担当技術者は、次の各号に掲げる条件によるものとする。ただし、別途条件を定

める場合はこの限りでない。 

(1) 当該工事に対応する建設業法上の主任技術者となり得る資格（国家資格に限

る。）を有すること。また、直接的雇用関係にあること。 

(2) 工期途中での担当技術者の交代は、国土交通省策定の「監理技術者制度運用

マニュアル」に定める監理技術者等の途中交代の規定を準用する。 

(3) 担当技術者は、現場代理人を兼務することができる。 

(4) 担当技術者については、ＣＯＲＩＮＳ登録の技術者データとして登録しなけ

ればならない。 

３ 共同企業体における担当技術者の配置は、前項の条件による技術者1人を配置す

るものとし、その者の所属は代表者、構成員の別を問わないものとする。 



（その他） 

第9条 前条に規定するもののほか、低入札価格調査を経た上で契約を締結する場合

は、次の各号に掲げる事項を適用するものとする。 

(1) 契約保証金は、契約金額の10分の3以上とすること。 

(2) 業種を問わず調査基準価格未満での契約は、手持ち工事2件を限度とすること。 

(3) 当該工事の工事成績評定点が60点未満となった場合には、松阪市建設工事等

指名（入札参加資格）停止措置要領（平成17年松阪市告示第150号）による1か月

間の指名停止となること。この場合において、同時に同要領別表第1－2.に定め

る措置基準に該当する場合は、同要領第7条第1項の規定により期間の最も長いも

のを適用する。 

附 則 

この告示は、平成26年11月1日から施行する。 

附 則（令和3年3月22日告示第61号） 

この告示は、令和3年4月1日から施行する。 

附 則（令和4年4月28日告示第226－2号） 

この告示は、令和4年5月1日から施行する。 

  附 則（令和5年3月1日告示第46号） 

この告示は、令和5年3月1日から施行する。 

別表1（第3条関係） 

失格基準価格の算定方法 

（土木一式工事） 

① 直接工事費×0.95＋共通仮設費×0.85＋現場管理費×0.80＋一般管理費等×

0.55（千円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額） 

② 予定価格×0.75（千円未満の端数があるときは、その端数を切り上げた額） 

・ ① ＞ ② の場合 … ①を失格基準価格とする。 

・ ① ≦ ② の場合 … ②を失格基準価格とする。 

※土木一式工事以外の業種区分については、発注公告にて随時判断基準を示す。 

別表2（第6条関係） 

低入札価格調査に係る積算内訳書審査基準 

○設計内訳書に掲げる価格に乗じる率 

費目 
直接工事費 共通仮設費 

現場管理

費 

一般管理費

等 

土木一式工事 0.90 0.80 0.75 0.50 

※上記の表に記載のない業種区分については、発注公告にて随時判断基準を示す。 



1.積算内訳書の判断基準について 

①入札書に添付された積算内訳書に基づき、当該審査を行うものとする。 

②審査は、積算内訳書に記載された上記の表に示す工種別の各費目の価格が、

発注者の工事設計書の設計内訳書に記載された金額に表中に定められた率を

乗じた価格（1,000円未満切捨て）以上であることを審査しその適否を審査

する。 

③積算内訳書に記載された数量が、発注者の明示する数量を満足していること。 

④積算内訳書に記載された単価、金額等は整合が取れていること。（違算は認

めない。ただし、金額に影響のない誤記はこの限りでない。） 

⑤設計仕様に満足する品質、規格等を有することは前提とする。 

2.その他 

①審査の対象となった者は、調査に協力をしなければならない。 

②入札書に記載された価格と積算内訳書に記載された価格は同額とし、異なる

場合は無効とする。 



様式第1号（第5条関係） 

 


